
個 人 情 報 使 用 同 意 書 

 

私（及び私の家族）の個人情報の利用について，下記により必要最小限の範囲内で使用することに同意し

ます。 

記 

１ 使用目的 

(1) （介護予防）福祉用具貸与・特定福祉用具販売等（以下「福祉用具貸与等」という。）の提供を受け

るにあたって，居宅介護支援専門員と福祉用具サービス事業所との間で開催されるサービス担当者会議

において，利用者の状態，家族の状況を把握するために必要な場合。 

(2) 上記(1)の外，介護支援専門員又は福祉用具サービス事業所との連絡調整のために必要な場合。 

(3) 現に福祉用具貸与等の提供を受けている場合で，私が体調等を崩し又はケガ等で病院へ行ったときで，

医師・看護師等に説明する場合。 

２ 個人情報を提供する事業所 

(1) 居宅介護支援事業所 

(2) 居宅サービス計画に掲載されている居宅サービス事業所 

(3) 病院、診療所（体調を崩し又はケガ等で診療することとなった場合 

３ 使用する期間 

福祉用具貸与等の提供を受けている期間 

４ 使用する条件 

(1) 個人情報の利用については，必要最小限の範囲で使用するものとし，個人情報の提供に当たっては関

係者以外の者に洩れることのないよう細心の注意を払う。 

(2) 個人情報を使用した会議、相手方、個人情報利用の内容等の経過を記録する。 

 

同意日             

 

事業所の名称 グッドライフケア 福祉用具  

  （法人名 株式会社グッドライフケア東京） 

 

利用者   住所                                     

 

氏名                                     

 

家族代表者 住所                                     

 

氏名                                     

 

続柄                                     

 

代理人   住所                                     

 

氏名                                     

 

利用者との関係                                     



 【20240601_福祉用具】 

 重 要 事 項 説 明 書 ＜（介護予防）福祉用具貸与・販売、住宅改修用＞ 
 

あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている（介護予防）福祉用具貸与・特定福祉用具販売、住宅改修

（以下「事業」という。）について、契約を締結する前に知っておいていただきたい内容を説明いたします。わからな

いこと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。 

この「重要事項説明書」は、平成１１年３月３１日厚生省令第３７号（指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準）他関係法令等に基づき、事業の提供に伴う契約締結に際して、ご注意いただきたいことを

説明するものです。 

 

１ 事業所を開設する事業者（法人）について 

事 業 者 名 称 株式会社 グッドライフケア東京 

代 表 者 氏 名 代表取締役 珍田 純子 

本 社 所 在 地 

（連絡先及び電話番号等） 

〒104-0033 東京都中央区新川 1-23-5 

TEL 03-3537-0790 FAX 03-3537-0791 

法 人 設 立 年 月 日 平成 12 年 6 月 12 日 

 

２ 利用者に対しての事業を実施する事業所について 

(1) 事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 グッドライフケア 福祉用具 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
１３７０２０２２３４ 

事 業 所 所 在 地 〒104-0033 東京都中央区新川 1-23-5  

連 絡 先 

相 談 担 当 者 名 

03-3537-0790 

相談担当者 金指 隆一 

事 業 所 の 通 常 の 

事業の実施地域 
中央区、千代田区、港区、文京区、江東区 

 

(2) 事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 

利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、適切な事業（以下「サービス」という。）を提供することにより要介護・要

支援状態の維持・改善を目的とします。 

運 営 の 方 針 

① 利用者の心身の特性を踏まえて，全体的な日常生活動作の維持・回復を図るとともに，

生活の質の確保を重視した在宅生活が継続できるように支援します。 

② サービスの実施にあたっては，保健所，区市町村及び医療機関などの関係機関ならびに

保健・医療・福祉の関係職種等と密接な連携を図ります。 

③ 良質なサービスを提供するため福祉用具専門相談員の研修を継続的に行い，資質の向上

を図ります。 

 

(3) 事業所窓口の営業日及び営業時間 

 

(4)事業所の職員体制 

管理者 金指 隆一 

営 業 日 
月曜日から日曜日 

ただし，1 月 1 日を除く。 

営 業 時 間 
午前 9 時から午後 6 時 00分までとする。 

電話等により，24 時間常時連絡が可能な体制とする。 



 

職 職 務 内 容 人 員 数 

管
理
者 

1 従業者及び業務の管理を、一元的に行います。 

2 従業者に、法令等の規定を遵守させる必要な指揮命令を行います。 
常 勤 1 名 

福
祉
用
具
専
門
相
談
員 

1 福祉用具貸与・特定福祉用具販売（以下「福祉用具貸与等」）という。）住宅改修の利

用の申込みに係る調整を行います。 

2 福祉用具サービス計画等の作成並びに利用者等への説明を行い同意を得ます。利用者

へ福祉用具サービス計画等を交付します。 

3 福祉用具貸与等の実施状況の把握及び福祉用具サービス計画の変更を行います。 

4 適切な福祉用具・住宅改修の選定、取り付け、補修、調整等技術指導等を行います。 

5 利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握します。 

6 サービス担当者会議への出席等により、居宅介護支援事業者と連携を図ります。 

7 具体的な援助目標及び援助内容を明確にするとともに、利用者の状況についての情報

を伝達します。 

8 福祉用具専門相談員等の業務の実施状況を把握します。 

9 福祉用具専門相談員等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施します。 

10 福祉用具専門相談員等に対する研修、技術指導等を実施します。 

11 その他サービス内容の管理について必要な業務を実施します。 

常 勤 2 名 

以上 

 

（資格者： 福祉

用具専門相談員

指定講習修了者

同等以上の者） 

 

 

事
務
職
員 

介護給付費等の請求事務及び通信連絡事務等を行います。 非常勤 1 名 

 

３ 提供するサービスの内容及び費用について 

(1) 提供するサービスの内容について 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

福祉用具サービス 

計画等の作成 

利用者に係る居宅介護支援事業者が作成した居宅サービス計画（ケアプラ

ン）に基づき、利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、援助の

目標に応じて具体的なサービス内容を定めた福祉用具サービス計画等を作

成します。 

福
祉
用
具
貸
与 

車いす ※具体的な内容については、カタログを参照下さい。 

 

＜令和６年４月１日からの変更点＞ 

 以下の福祉用具については、福祉用具専門相談員等から 

貸与、購入に係るメリット及びデメリット等を十分に説明 

を受けた上で、利用者の選択により購入も可となりました。 

① 固定用スロープ 

② 歩行器（歩行車を除く） 

③ 単点杖（松葉づえを除く） 

④ 多点杖 

車いす付属品 

特殊寝台 

特殊寝台付属品 

床ずれ防止用具 

体位変換器 

手すり 

スロープ 

歩行器 

歩行補助つえ 

認知症老人性徘徊感知機器 

移動用リフト 

自動排泄処理装置 

特
定
福
祉
用
具

販
売 

腰掛便座 ポータブルトイレ等 

自動排泄処理装置の交換可能部

品 

レシーバー、チューブ、タンク等 

排泄予測支援機器 ※具体的な内容については、カタログを参照下さい。 



入浴補助用具 シャワーチェアー等 

簡易浴槽 ※具体的な内容については、カタログを参照下さい。 

移動用リフトのつり具の部分 ※具体的な内容については、カタログを参照下さい。 

住宅改修 手すり・段差解消・滑り止め・引き戸への扉の取替 

洋式便器への取替・その他付帯的な工事 

(2)提供するサービスの利用料は、別紙【カタログ・料金表】または別途見積書のとおりとなります。利用者負担額（介

護保険を適用する場合）については、介護保険に定められた利用料の１割、２割又は３割となっております。住宅改修に

ついては、事前申請となり、ご希望する場合、受領委任払いとすることができます。 

◇ 保険給付として不適切な事例への対応について 

(1)次に掲げるように、保険給付として適切な範囲を逸脱していると考えられる行為の場合は、サービス提供をお断り

し、実費を請求する場合があります。 

①利用者は、福祉用具貸与等について、定められた使用方法及び使用上の注意事項を遵守するものとします。 

②利用者は、福祉用具貸与等について、定められた使用方法及び使用上の注意事項を遵守しないで利用して破損・故

障等した場合、修復のための実費精算とします。 

③利用者は、事業所の承諾を得ることなく本契約に基づく権利の全部もしくは一部を、第三者に譲渡又は転借するこ

とはできません。 

④利用者は、転居、入院、死亡など、福祉用具貸与等の利用状況に変化があった場合は、すみやかに事業所に通知する

ものとします。 

(2)上記におけるサービスのご利用をなさらず、当事業所におけるサービスをご希望される場合は、別途契約に基づく

介護保険外のサービスとして、利用者の全額自己負担によってサービスを提供することは可能です。なおその場合は、

居宅サービス計画の策定段階における利用者の同意が必要となることから、居宅介護支援事業者に連絡し、居宅介護

サービス計画の変更の援助を行います。 

４ 利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合） 

その他の費用の請求及び支払い方法について 

① 利用料、利用者負担額（介

護保険を適用する場合）、

その他の費用の請求方法

等 

ア 利用料利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の

費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計金額

により請求いたします。 

イ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月２０日ま

でに利用者あてにお届け（郵送）します。 

ウ 住宅改修につきましては、別途ご請求させていただきます。  

② 利用料、利用者負担額（介

護保険を適用する場合）、

その他の費用の支払い方

法等 

ア サービス提供の都度お渡しするサービス提供記録の利用者控

えと内容を照合のうえ、請求月の月末までに、下記の方法によ

りお支払い下さい。 

➣ 利用者指定口座からの自動振替 

イ お支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によらず、領

収書をお渡ししますので、必ず保管されますようお願いしま

す。（医療費控除の還付請求の際に必要となることがありま

す。） 

※利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、正当な理由がないにもか

かわらず、支払い期日から３ヶ月以上遅延し、さらに支払いの督促から７日以内に支払いが無い場合には、サービス

提供の契約を解除した上で、未払い分をお支払いいただくことがあります。 

５ サービスの提供に当たって 

(1)サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介護・要支援認定の有無及

び要介護・要支援認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所などに変更があった場合は速やかに

当事業者にお知らせください。 

(2)利用者が要介護・要支援認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必

要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であって、必要と認められると



きは、要介護・要支援認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受けている要介護・要支援認定の有効期間が終了する

30 日前にはなされるよう、必要な援助を行います。 

(3)利用者に係る居宅介護支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケアプラン）」に基づき、利用者及び家族の意向

を踏まえて、福祉用具貸与等の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した｢福祉用具サー

ビス計画｣等を作成します。なお、作成した「福祉用具サービス計画」等は、利用者又は家族にその内容の説明を行い、

同意を得た上で交付いたしますので、ご確認いただくようお願いします。 

(4)サービス提供は「福祉用具サービス計画｣等に基づいて行います。なお、「福祉用具サービス計画」等は、利用者等

の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更することができます。 

(5)福祉用具専門相談員等に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、すべて当事業所が行います。実際の

提供に当たっては、利用者の心身の状況や意向に充分な配慮を行います。 

 

６ 虐待の防止について 

事業所は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

(1)虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者  金指 隆一 

(2)虐待防止のための委員会を開催しています。 

(3)虐待防止のための指針を整備しています。 

(4)従業者に対して、虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。 

(5)サービス提供中に、当事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）による虐待を受けたと

思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを区市町村に通報します。 

 

７ 秘密の保持と個人情報の保護について 

① 利用者及びその家族に関する秘密の

保持について 

 

ア 事業所は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法

律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個

人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」を遵守し、適切な取

扱いに努めるものとします。 

イ 事業所及び事業所の使用する者（以下「従業者」という。）は、サー

ビス提供をする上で知り得た利用者及びその家族の秘密を正当な理

由なく、第三者に漏らしません。 

ウ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後

においても継続します。 

エ 事業所は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を

保持させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後にお

いても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容

とします。  

② 個人情報の保護について 

 

ア 事業所は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当

者会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、利用者

の家族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サー

ビス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を用いません。 

イ 事業所は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物

（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理

者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止

するものとします。 

ウ 事業所が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容

を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加又は削除を求

められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範

囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要

な場合は利用者の負担となります。)  
 

８ 緊急時の対応について 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の

必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも連絡します。 



 

９ 事故発生時の対応方法について 

利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、区市町村、利用者の家族、利用者に係る居宅介護支援

事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事

故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 東京海上日動火災保険株式会社 

保 険 名 賠償責任保険（福祉事業者用） 

 

１０ 身分証携行義務 

福祉用具専門相談員等は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者又は利用者の家族から提示を求められた時は、

いつでも身分証を提示します。 

 

１１ 心身の状況の把握 

サービスの提供に当たっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、

その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めるものとします。 

 

１２ 居宅介護支援事業者等との連携 

(1) サービスの提供に当たり、居宅介護支援事業者及び保健医療サービス又は福祉サービスの提供者と密接な連携に

努めます。 

(2) サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「福祉用具サービス計画」の写しを、利用者の

同意を得た上で居宅介護支援事業者に速やかに送付します。 

(3) サービスの内容が変更された場合又はサービス提供契約が終了した場合は、その内容を記した書面又はその写し

を速やかに居宅介護支援事業者に送付します。 

 

１３ サービス提供の記録 

(1) 事業所が提供するサービスの実施ごとに、そのサービスの提供日、内容及び利用料等を、サービス提供の終了時

に利用者の確認を受けることとします。 

(2) サービス実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、その記録は、当該利用者の契約終了の日から２年間

保存します。 

(3) 利用者は、事業所に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求することができます。 

 

１４ 衛生管理等 

(1) 福祉用具専門相談員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

(2) 事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

 

１５ サービス提供に関する相談、苦情について 

(1)苦情処理の体制及び手順 

①提供したサービスに係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるための窓口を設置します。（下表に記

す【苦情申立の窓口】のとおり） 

②相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 

ⅰ苦情等が発生した場合、事実確認と原因究明を迅速に行い、組織対応をもって相談者に説明するなど、適切な初期

対応に努めます。 

ⅱ苦情内容や対応経過を記録する事により、事実確認・職員間の情報の共有化を図り、再発防止策の検討、問題点の明

確化等、サービスの質の向上に取組みます。 

ⅲ苦情対応マニュアルを事業所の状況に合わせて作成し、職員に周知する共に適切な活用を促します。 

ⅳ前各号に基づく個人情報の管理を的確に行うことについて徹底を図ります。 



 

(2)苦情申立の窓口 

グッドライフケア 

福祉用具 

担 当：金指 隆一 

所 在 地 東京都中央区新川 1-23-5  

電話番号 ０３－３５３７－０７９０ 

受付時間 平日 午前 9 時～午後 6 時 

千代田区保健福祉部 

高齢介護課 

介護事業指定係 

所 在 地  千代田区九段南１－２－１ 

電話番号 ０３－５２１１－４３３６(直通) 

受付時間 平日 午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

中央区福祉保健部 

介護保険課 

介護給付係 

所 在 地 中央区築地１－１－１ 

電話番号 ０３－３５４６－５３７７ 

受付時間 平日 午前 8 時 30 分～午後 5 時 

港区保健福祉支援部 

高齢者支援課 

介護事業者支援担当 

所 在 地  港区芝公園１－５－２５ 

電話番号 ０３－３５７８－２８２１ 

受付時間 平日 午前 9 時～午後 5 時 

文京区福祉部 

介護保険課 

介護保険相談係 

所 在 地  文京区春日１－１６－２１ 

電話番号 ０３－５８０３－１３８３ 

受付時間 平日 午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

江東区福祉部 

介護保険課 

介護ｻｰﾋﾞｽ利用相談窓口 

所 在 地  江東区東陽４－１１－２８ 

電話番号 ０３－３６４７－９０９９ 

受付時間 平日 午前 9 時～午後 5 時 

東京都国民健康保険団体連合会 

介護福祉部 

苦情相談窓口 

所 在 地  千代田区飯田橋３－５－１ 

電話番号 ０３－６２３８－０１７７（専用） 

受付時間 平日 午前 9 時～午後 5 時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



19.重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日  

 

上記内容について、「東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 

（平成 24 年東京都条例第 111 号）」他の規定に基づき、利用者に説明を行い交付しました。 

 

事

業

者 

所 在 地 〒104-0033 東京都中央区新川 1-23-5  

法 人 名 株式会社 グッドライフケア東京 

代 表 者 名 代表取締役  珍田 純子                

事 業 所 名 
〒104-0033 東京都中央区新川 1-23-5  

グッドライフケア 福祉用具 

 

 以上の内容の説明を事業所から受け、同意しました。 

利用者 

住 所 
 

氏 名  

   

家族代表者 

住 所 
 

氏 名  

続 柄  

 

代理人 

住 所 
 

氏 名  

利用者との

関係 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                          【20240601_福祉用具】 

サービス利用契約書 

＜福祉用具貸与・特定福祉用具販売、住宅改修事業所＞ 

 

          （以下「利用者」という。）とグッドライフケア福祉用具（法人

名 株式会社グッドライフケア東京、 以下「事業所」という。）は、事業所が利用者

に対して行う福祉用具貸与・特定福祉用具販売・住宅改修（以下「サービス」という。）

について、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結します。 

第 1条（契約の目的） 

 事業所は、介護保険法等の関係法令及び本契約に従い、利用者がその居宅において、

その有する能力に応じ可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう、サービス

を提供します。 

第 2条（契約期間） 

 本契約の契約期間は、          から利用者の要介護認定又は要支援認定 

（以下「要介護等認定」という。）の有効期間満了日までとします。ただし、上記の契

約期間の満了日前に、利用者が要介護等状態区分の変更の認定を受け、要介護等認定有

効期間の満了日が更新された場合には、変更後の要介護等認定有効期間の満了日までと

します。 

第 3条（サービスの内容） 

 事業所は、サービスの内容として、福祉用具専門相談員を利用者の居宅に派遣し、福

祉用具サービス計画に沿って、次のサービスを提供します。 

（1） 福祉用具貸与 

（2） 特定福祉用具販売 

（3） 住宅改修 

第 4条（サービス提供における基本方針） 

 事業所は、利用者の心身の状況、置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉

サービスの利用状況を把握するよう努めます。 

２ 事業所は、提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図るよう努力する

とともに、介護技術の進歩に対応して適切な介護技術をもってサービスの提供を行いま

す。 

３ 事業所は、懇切丁寧にサービスを提供し、利用者及び利用者の家族に対し、サービ

スの提供方法について丁寧に説明します。 

第 5条（福祉用具サービス計画の作成・変更） 

 事業所は、利用者の日常生活全般の状況や希望を踏まえて、福祉用具サービス計画を

作成します。 

２ 福祉用具サービス計画は、居宅サービス計画（ケアプラン）が作成されている場合 

は、その内容に沿って作成するものとします。 

３ 事業所は、次のいずれかに該当する場合には、福祉用具サービス計画の変更を行い 

ます。 



（1） 利用者の心身の状況、その置かれている環境等の変化により、計画を変更する 

必要がある場合 

（2） 利用者がサービスの内容や提供方法等の変更を希望し、その変更が居宅サー 

ビス計画（ケアプラン）の範囲内で可能な場合 

４ 事業所は、福祉用具サービス計画を作成し又は変更した際には、これを利用者及び 

その後見人又は家族、代理人に対し説明し、その同意を得るものとします。 

第 6条（福用用具専門相談員） 

 事業所は、事業者に属する福祉用具専門相談員に、サービスに関する業務を担当させ

ることとします。 

２ 事業所は、福祉用具専門相談員を選任し、又は変更する場合には、利用者の状況と 

その意向に配慮して行います。 

第 7条（協力義務） 

 利用者は、事業所が利用者のためサービスを提供するにあたり、可能な限り事業所に

協力しなければなりません。 

第 8条（サービスの提供の記録及び保管） 

 事業所は、サービスの実施ごとに、その内容等を所定の書面に記入し、サービス終了

時に利用者の確認を受けることとします。 

２ 事業所は、サービスの提供の記録を、サービス提供の日から２年間保管し、利用者

の求めに応じて閲覧させ、又は複写物を交付します。ただし、複写に際しては、事業所

は利用者に対して、実費相当額を請求できるものとします。 

第 9条（秘密保持） 

 事業所及び従業者は、サービスを提供するうえで知り得た利用者及びその家族に関す

る秘密を正当な理由なく第三者に漏らしません。なお、本契約終了後も本項は有効に存

続するものとします。 

２ 事業所は、利用者に医療上、緊急の必要性がある場合には医療機関等に利用者に関

する心身等の情報を提供できるものとします。 

３ 前 2項にかかわらず、利用者に係る他の居宅介護支援事業者及び地域包括支援セン 

ター等との連携を図るなど正当な理由がある場合には、その情報が用いられる者の事前

の同意を文書により得た上で、利用者又はその家族等の個人情報を用いることができる

ものとします。 

第 10条（利用料等） 

利用者は、事業所に対し、サービスの利用料及びその他の費用（以下「利用料等」と

いう。）を「重要事項説明書」の記載に従い支払います。 

２ 利用料等のうち関係法令に基づいて定められたものが、契約期間中に変更になった 

場合、関係法令に従って改定後の利用料等が適用されます。その際には、事業所は利用

者に説明します。 

３ 事業所は、サービスのうち、介護保険の適用を受けないものがある場合には、特 

にそのサービスの内容及び利用料等を説明し、利用者の同意を得ます。 



４ 事業所は、利用料等の額を変更しようとする場合は、1か月前までに利用者に対し 

文書により通知し、変更の申し出を行います。 

第 11条（契約の終了） 

 次の各号のいずれかに該当する場合には、当然に本契約は終了します。 

（1） 利用者が死亡したとき 

（2） 主治の医師等から居宅における介護が適さないと判断されたとき 

（3） 利用者が介護保険施設等へ入所したとき 

（4） 利用者が要介護等認定を受けられないとき 

（5） 第 12条及び第 13条に基づき本契約が解約又は解除されたとき 

第 12条（利用者の解約権・解除権） 

 利用者は事業所に対し、契約終了希望日の 7営業日前までに書面又は口頭で予告の通

知をすることにより、いつでも本契約を解約することができます。 

２ 利用者は、事業所もしくは事業所従事者が正当な理由なくサービスを実施しない場

合には、何らの催告を要せず、直ちに本契約を解除することができます。 

第 13条（事業所の解約権・解除権） 

 事業所は利用者に対し、次に該当する場合には、３０日前までに書面をもって予告の

通知をすることにより、本契約を解約することができます。 

・ 人員不足等やむを得ない事情がある場合 

２ 事業所は、利用者が次の各号のいずれかに該当する場合には、何らの催告も要せず、 

直ちに本契約を解除することができます。 

(１) 利用者又は利用者の家族が、契約締結時に利用者の心身の状況及び病歴等の重要 

事項重要事項について故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果、本契 

約を継続し難い重大な事情を生じさせた場合 

(２) 利用者が、利用料等の支払いを１か月以上滞納し、相当期間を定めた催告をしたに 

 もかかわらず、これを支払わない場合 

(３) 利用者又はその家族がサービスの提供を阻害する行為をなし、事業所の再三の申 

 し入れにもかかわらず改善の見込みがなく、本契約の目的を達することが困難になっ 

た場合 

(４) 利用者又はその家族が暴力団その他の反社会的勢力又はその構成員であることが 

判明したとき、もしくは、暴力・脅迫その他の犯罪を手段とする要求、法的な責任を 

超えた不当な要求を行った場合 

第 14条（損害賠償） 

 事業所はサービスの提供にあたって、本契約の各条項に違反し、又は、介護保険法及

び民法その他の関係法令に違反し、利用者または利用者の家族の生命・身体・財産に損

害が発生した場合は、不可抗力による場合を除き、速やかに損害を賠償します。 

２ 前項において、事故により利用者又はその家族の生命、身体又は財産に損害が発生 

した場合は、事業所は速やかにその損害を賠償します。ただし、事業所に故意又は過失

がない場合はこの限りではありません。 



３ 前項の場合において、当該事故発生につき利用者又は利用者の家族に故意又は重過 

失がある場合は、損害賠償の額の免除又は減額をすることができます。 

第 15条（緊急時の対応） 

 事業所はサービスの提供中に利用者の病状の急変が生じた場合は、速やかに主治医と

連絡を取る等必要な措置を講じます。 

第 16条（身分証携行義務） 

 事業所の担当福祉用具専門相談員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者又

は利用者の家族から提示を求められた時にいつでも身分証を提示します。 

第 17条（苦情処理） 

 利用者又は利用者の家族は、サービスに苦情がある場合は、いつでも「重要事項説明

書」記載の苦情申し立て窓口に苦情を申し立てる事ができます。 

２ 事業所は、利用者から提供したサービスについて、利用者又は利用者の家族から苦 

情の申し出があった場合は、迅速、適切に対処しサービスの向上、改善に努めます。 

第 18条（家族代表者等） 

本契約における家族代表者及び代理人（以下「家族代表者等」という。）は、利用者

の代わりに利用者の署名を行う者または利用者から選任されて本契約を締結する者を

いいます。 

２ 家族代表者等は、利用者が自ら文字が書けない場合は、利用者の契約意思を確認し、

利用者の代わりに署名を行います。 

３ 家族代表者等は、本契約における利用者の債務を保証し、利用者と連帯して履行の

責任を負うものとします。 

第 19条（合意管轄） 

 本契約に関して訴訟をする場合は、東京地方裁判所を第一審管轄裁判所とすることを

合意します。 

第 20条（協議事項） 

 利用者及び事業所は、本契約に関して争いが生じた場合は、第 1条に記載のとおり 

互いに信義に従い誠実に協議したうえで解決するものとします。 

第 21条（事業所の責任によらない事由によるサービスの実施不能） 

 事業所は、本契約の有効期間中、地震、噴火等の天災その他自己の責に帰すべからざ

る事由によりサービスの実施ができなくなった場合には、利用者に対して当該サービス

を提供すべき義務を負いません。 

 

 

 

 

 

 



本契約が成立したことを証するために、本契約書（電子版を含む）を作成し、署名を

おこないます。なお、本契約においては、本契約書を締結した場合は、同契約書を印刷

した文書はその写しとします。 

 

 

 

契約日             

 

 

利用者 

住 所  

 氏 名  

 

 

 

家族代表者 

住 所  

 氏 名  

 続 柄  

 

 

 

代理人 

 住 所  

 氏 名  

 続 柄  

 

 

 

 

 

事業所 

 所在地 東京都中央区新川 1丁目 23番 5号 

 法人名 株式会社 グッドライフケア東京 

代表者名 代表取締役社長 珍田 純子 

事業所名 東京都中央区新川 1丁目 23番 5号 

グッドライフケア 福祉用具 
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